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2021 年 3 ⽉ 1 ⽇ No. 151（毎⽉ 1 ⽇発⾏） 

2021/22 年度財政予算案の発表及び新型コロナウイルス対策の最新動向について 
 
1. ⾹港政府が 2021/22 年度の財政予算案を発表 

2021 年 2 ⽉ 24 ⽇、2021/22 年度（2021 年 4 ⽉〜2022 年 3 ⽉）の財政予算案が発表さ
れました。前年度である 2020/21 年度は 2,576 億⾹港ドルの財政⾚字となったこと等を考慮し、
2021/22 年度財政予算案には、前年度に実施された現⾦⽀給策や賃⾦補助策は含まれていませんで
したが、新たな施策となる電⼦消費券の⽀給や失業者向けの無担保融資制度、個⼈及び法⼈の税負
担の軽減等が盛り込まれています。また、歳⼊増を⽬指し、株式取引の印紙税が現状の 0.1％から
0.13％に引き上げられます。 

財政予算案の中で、⾹港企業及び⾹港居住者に影響がありそうな事項を以下に抜粋しております。 

(1) 法⼈に対する施策 
 10,000 ⾹港ドルを上限として、2020/21 年度の法⼈税を 100％減額 
 2021/22 年度の商業登記費⽤を免除 
 600 万⾹港ドルを上限とした企業向け低⾦利ローンの申請を今年末まで延⻑ 
 2021/22 年度の各四半期の⾮居住⽤不動産に対する固定資産利⽤税を、第 1・第 2 四半

期において 5,000 ⾹港ドルずつ、第 3・第 4 四半期において 2,000 ⾹港ドルずつを上限とし
て免除 

 株式譲渡に課せられる印紙税を譲渡対価等の 0.1％から 0.13%へと引き上げ（*） 
 

(2) 個⼈に対する施策 
 ⾹港永久居⺠及び 18 歳以上の新規⼊国者に対して 5,000 ⾹港ドルの電⼦商品券を配布 
 10,000 ⾹港ドルを上限として、2020/2021 年度の個⼈所得税を 100％減額 
 年利１％、返済期間最⻑ 5 年、80,000 ⾹港ドルを上限とした失業者向けローン 
 2021/22 年度の各四半期の居住⽤不動産に対する固定資産利⽤税を第 1・第 2 四半期

において 1,500 ⾹港ドルずつ、第 3・第 4 四半期において 1,000 ⾹港ドルずつを上限として
免除 

 住宅⽤の電気代に対する 1 ⼾あたり 1,000 ⾹港ドルの補助⾦ 
 

*  株式譲渡にあたっては、株式時価もしくは譲渡対価のどちらか⾼い⽅を基準として、売り⼿と買い
⼿それぞれが 0.1%、合計 0.2%を負担することとなっておりました。今回の増税により、これが売
り⼿と買い⼿それぞれ 0.13%ずつ、合計 0.26%の負担となります。新しい税率は関連法案が
施⾏となるタイミングから適⽤されます。 
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2. 新型コロナウイルス対策の最新動向について  

最近の⾹港における新型コロナウイルス感染状況の落ち着きを受けて、⾹港政府は 2021 年 2 ⽉ 18
⽇から、現在施⾏されている各種の制限令の⼀部を緩和することを発表しました。 

(1) 18 時までとしていた飲⾷店の店内での飲⾷を 22 時までに延⻑ 
(2) 飲⾷店の店内 1 テーブルの利⽤⼈数を 2 名までから 4 名までに緩和 
(3) 各施設の営業再開を許可。許可の対象となるのは、屋内外のスポーツ施設、ジム、エステ、マッサー

ジ、公共娯楽施設、アミューズメント施設等（バー、パブ、ナイトクラブについては緩和の対象外） 
 

なお、営業再開にあたっては、施設の全従業員が 2021 年 2 ⽉ 25 ⽇までに新型コロナウイルスの検
査を受け、その後 14 ⽇ごとに検査すること及び利⽤客には安⼼出⾏という追跡アプリの利⽤もしくは個⼈
情報の登録を要求することの 2 点が条件として課されています。 
 

3. ⼊境者に対する強制検疫を 2021 年 9 ⽉ 30 ⽇まで延⻑ 

⾹港⼊境者に対する強制検疫に関する法律が、2021 年 9 ⽉ 30 ⽇まで延⻑されました。強制検疫
の⽇数については、現在、中国・マカオ・台湾からの⼊境者は 14 ⽇間、その他の外国からの⼊境者は 21
⽇間となっておりますが、地域の対象や⽇数については、状況により変更となる可能性があるとされていま
す。 
 

4. 最低賃⾦、初の据え置き 

⾹港政府は 2021 年 2 ⽉ 2 ⽇、原則として２年ごとに検討している法定最低賃⾦について、⾒直し
年に当たる 2021 年は、現⾏の時給 37.5 ⾹港ドル（約 510 円）で据え置くと発表しました。最低賃
⾦が据え置きになるのは、2011 年の最低賃⾦制度導⼊以来初めてとなります。 
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